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２Ｆ１９

技術成果創出プロセスに関する研究

－医薬品基礎研究者のサーベイデータによる実証分析－

○小久保 欣哉（野村総合研究所）

1. はじめに 
我が国の製造業における研究開発費は年々増加する傾向にある一方で,成果に繋がっていないとい

う議論がある。そのため,研究開発生産性の向上,革新的な技術成果の創出は,極めて重要な課題となっ

ている。革新的な技術成果の創出プロセスについては,これまで議論されてきた資源動員の視点がある

（軽部・武石・青島,2007；武石・青島・軽部,2008）。資源動員は,技術成果の創出プロセスにどのよ

うにかかわり,成果への結実に影響をもたらすのか。また,そこにリーダーシップはどのように影響す

るのか（Burgelman（2002））。本研究では,我が国製薬企業の基礎研究者を対象に,その要因とプロセ

スを実証分析することで解き明かしを進める。 
 
2. 先行研究と分析の視点 

資源動員に関する研究は,大企業の社内新規事業や技術革新に関する研究群とベンチャー企業に関す

る研究群の,大きく 2 つの群を対象に多数蓄積されている。本研究は,日本の大手製薬企業を対象とする

ため,大企業の社内新規事業や技術革新に関する研究群を考察する。 
Burgelman（2002）は,インテルの数十年の歴史の中で実施されてきた新事業創造の資源配分プロセ

スを明らかにした。新規事業担当マネージャーと経営層による度重なる対話の中で時には資源動員の支

援者にもなり,時に反対圧力にもなりえる構図と,それを乗り越えるリーダーシップの重要性も提示して

いる。これにより,資源配分プロセスに関する研究は,「戦略」をトップマネジメントによる意図的な行

動（Chandler,1962）や戦略スタッフによる分析的な活動という伝統的な考え方の対照命題として,組織

下位レベルから創発された戦略の定式化がなされた。また,リーダーシップを発揮する過程について,信
頼を蓄積するプロセスを説明している（Hollander（1974））。 

但し,これらの既存研究は技術革新やイノベーションに焦点を当ててきた訳ではない。一方,技術革新

やイノベーションについて,武石・青島・軽部（2008）は,知識創造と資源配分の研究に依然として残さ

れている課題に対して,綿密な事例研究を重ねることで,新たな研究の方向性を示した。 
本研究では,これらの先行研究を踏まえ,武石・青島・軽部（2008）が事例をもとに提示した技術成果

創出プロセスを実証的に検証することを試みる。また,Burgelman（2002）によって提示された組織下

位レベルからの創発におけるリーダーシップの重要性も考慮する。このことにより,従来の分析の枠組み

に新たな視点を提示することができるものと考えている。 
 
3. 分析対象と仮説設定 

医療用医薬品の新薬基礎研究所を有する製薬企業を対象に調査を実施した。データの収集は,基礎研究

所の所長宛に調査協力可否の確認書面を郵送で送付し,協力可の場合には,回答協力可能な研究者数につ

いて返答を得た。その後,人数分の質問票を所長宛に郵送で送付し,研究所内で質問票を配布頂き,直接回

答研究者から返送される,という手順で調査を実施した。 
調査実施期間は,2013 年 9 月 1 日から 10 月 15 日までの 1.5 ヶ月間で,調査協力を打診した製薬企業は

日本製薬工業協会会員の国内系製薬企業 51 社で協力快諾は 12 社から得られた。質問票は,12 研究所で

203 研究者分を送付し,回答は 170 人の研究者から得られた（回収率 83.7%）。そのうち,本分析ではマネ

ージャー職以上を対象としたため,最終的なサンプルは 137 サンプルとなった。また,欠損がある回答サ
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ージャー職以上を対象としたため,最終的なサンプルは 137 サンプルとなった。また,欠損がある回答サ

ンプルを外れ値として除外した。 
 
本研究の仮説を次のように設定する。E.B.Roberts, & C.A.Berry（1985）は,企業において新規事業と

新規事業開発方法の特徴を把握しないで一元的な戦略下あるいは管理下に置くと新規事業は失敗する

可能性が大きくなることを示唆している。また,武石・青島・軽部（2008）は大河内賞受賞の製品を対

象にした事例研究において,その多くが所属部門や本社からの支援があって開始したケースではないこ

とを整理している。よって,下記のような仮説が設定される。 
 

H1 当初から所属部門や本社の支援・支持があることは技術成果に正の影響を与えない。 
 

Burgelman（2002）は,困難を乗り越え成果の獲得にはリーダーシップが必要であることを示した。

また,Hollander（1974）はリーダーシップの発揮には信頼の蓄積が必要であることを提示している。よ

って,下記のような仮説が設定される。 
 
H2 リーダーの参画や信頼蓄積のあるリーダーの存在は技術成果に正の影響を与える。 

 
新規事業や技術創出において,資源動員の壁を越えることは,技術成果獲得に大きく前進すること繋が

る（武石・青島・軽部（2008））。また,それには資源動員のための固有の理由が必要であるとされる（武

石・青島・軽部（2008））。よって,下記のような仮説が設定される。 
 
H3 固有の理由を得ることは反対圧力を乗り越えることに正の影響を与える。 
H4 反対圧力を乗り越えることは技術成果に正の影響を与える。 

 
上述の設定仮説に関する基本構成図を記載した（図 1）。以降ではこれらの仮説に関する検証を進める。 

 

 
 

図 1. 技術成果創出プロセスに関する仮説検証フレーム 
 
4. データ設定と仮説検証 

仮説検証のためのモデルとデータは次のようになる。被説明変数は「技術成果の獲得」に関する有無

（1,0）とした Logistic 回帰モデルをもちいる。説明変数は,H1 として,取組み開始時の「所属部門の支



― 568―

持」,「本社の支持」, 「所属部門・本社両方の支持」の有無とする。H2 に,リーダーシップとして「リ

ーダーの参画」,「自社注力領域の経験者」の有無とする。H3 に,反対圧力を乗り越えるための理由とし

て「1.所属部門を説得」,「2.役員会を説得」,「3.競合他社を先行できる可能性提示」,「4. 革新的なデ

ータを提示」の有無とする。H4 は,技術獲得に繋がるには,「反対圧力の乗り越え」の有無とした。なお,H3
の「反対圧力を乗り越えるための理由」は,H4 の「反対圧力の乗り越え」の有無を被説明変数とした場

合の説明変数として設定している。また,統御変数として,「プロジェクトへの関与年限」と「研究所ダ

ミー」を設定した。 
 

表 1. 技術成果創出プロセスに関する推計結果 

 
注）括弧内は標準偏差。†,**,***は,統計的に 10%,5%,1%水準での有意を示す。 
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表 1 は, 技術成果創出プロセスに関する推計結果である。H1 は技術獲得に対して,「所属部門の支持」

は正で,「本社の支持」, 「所属部門・本社両方の支持」は負で各々統計的に有意ではなかった。H2 は

「リーダーの参画」の有無は正で有意ではなかった。一方「自社注力領域の経験者」の有無は正で 10%
の有意がみられた。H4 は,技術獲得に対して,「反対圧力の乗り越え」の有無が正で 5%の有意を示した。

また,H3 の「反対圧力を乗り越えるための理由」は, 「反対圧力の乗り越え」の有無に対して,いずれも

正で 1%の有意であった。 
 
5. おわりに 

本研究は,資源動員とリーダーシップという 2 つの視点をもちいて,製薬企業の基礎研究における技術

獲得を分析し,影響を与える要因とプロセスの検証を試みた。資源動員については,医薬品基礎研究にお

ける技術成果の獲得に対して,反対圧力を乗り越えること,また,そのための資源獲得のための固有の理由

を充たすことは有用であることが示された。このことから先行する事例研究と同様の結果が確認された

（武石・青島・軽部（2008））。さらに,本研究では技術成果獲得におけるリーダーシップや信頼蓄積が

もたらす影響についても検証を試みた。その結果,これまでに自社の注力領域への参画を経験した者が関

与した場合,技術成果に繋がる可能性が示唆された。このように本研究では,技術成果獲得における資源

動因に関する先行研究の実証的な検証とリーダーシップ,信頼蓄積に関する視点で新たな可能性を示し

た。但し,次の課題を残している。第 1 に,医薬品産業の基礎研究者を対象にしており,その他産業への一

般化,汎用化可能性の検証余地である。第 2 に,対象としたサンプル数が 137 と観察数が決して大きくな

いことである。最後に変数の再検討である。分析の説明力からも技術成果獲得を説明するための潜在的

な変数の存在が考えられる。綿密な事例研究を行い,より深層的な変数を導き出したいと考えている。 
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